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ものづくり技術分野における進捗状況と今後の取組（案） 

 

 

                               平成 21 年 4 月 27 日 

ものづくり技術ＰＴ 

 

（１）状況認識 

① 第３期科学技術基本計画策定時の状況  

ものづくり技術は、情報通信、ナノテクノロジー・材料、エネルギー等の各分野にお

いて製品化に重要な基盤技術である。 

 第３期科学技術基本計画分野別推進戦略策定時より、我が国のものづくり技術は国際

的に強いとされており、特に信頼性の高い製品を効率的に作り出す技術に秀でていると

言われていた。その理由は、現場の優秀な技術者、技能者による匠の技に加え、設計思

想を理解し、ものづくり現場情報を設計にフィードバックすることで、高い精度と信頼

性を有する製品を作り上げてきたためである。特に、自動車、電機産業等に強みがあり、 

また、先端材料、部品、金型、精密加工、研削等から製品組み立てに至る高度部材産業

集積が他国にない強みを発揮してきた。 

 一方で製造業は、製品の付加価値の多様化や社会の要求に合わせて事業の体質を変換

させつつあり、産業を支えてきた製造技術もハードウウェアだけではなくソフトウェア

も包括した技術にシフトすべき時期を迎えていた。    

 

②第３期科学技術基本計画策定時以降の世界的な情勢の変化     

近年、韓国、中国を始めとする東アジア諸国等の諸外国において、量産品の加工など

ものづくり技術力の着実な向上が見られ、国際競争力が一段と強化され、高度な製品の

生産拠点となりつつある。そのため、特に付加価値の相対的に低い産業の拠点は海外へ

移転するなど、我が国のものづくり技術の優位性が脅かされている。 

また、BRICs に代表される新興国の飛躍的な経済発展と需要増大に伴う資源、食料な

ど一次産品価格の乱高下、ASEAN、東欧諸国等の市場への参入による世界貿易の更なる

競争激化、といった国際的に顕著な変化が見受けられる。更に昨年来の金融危機に端を

発した世界同時不況により、我が国のものづくりの中核をなす自動車、電機産業を中心

に非常に厳しい経済状況に見舞われている。我が国の各種産業においても、2008 年以

降はマイナス成長へと推移しつつあり、ものづくり基盤技術の一端を担っている中小企

業を中心に倒産・廃業が急増しており、今後のものづくり技術に対して多大な影響が懸

念される。 

このような状況の中で、日本の国際競争力を支えてきた我が国のものづくりは今後と

も重要であり、「統合的組織能力、すり合わせ」に代表される日本型ものづくりの強み

を生かし、顧客のニーズに応えた付加価値の高いものづくりをより一層推進させること

が必要な状況になっている。製造業が全産業の中で最も国際競争力がある分野であり、

他産業への波及効果も非常に大きいことを再認識し、厳しい資源・環境・人口制約等の

課題を乗り越え、技術力で猛追する諸外国に対し、引き続き優位性を確保しなければな

らない。 
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これまでに、可視化をキーワードとした先端計測分析技術・機器開発事業において、

生きたままの生体試料の三次元内部構造を可視化する光干渉技術の開発等の成果が上

がっている。また、金型、切削加工、組み込み技術などを対象とした中小企業のものづ

くり基盤技術の高度化支援事業などが積極的に推進され、微細加工技術の精度向上等の

成果が上がっている。 

 

③人材に関しての状況 

日本のものづくりの強さを支えてきた団塊の世代は高い技能を持ち、日本の国際競争

力の優位性に多大な貢献をしているが、高齢化が進み、大量に定年を迎える所謂「2007

年問題」の影響がいよいよ顕著になってきつつある。民間企業では、定年後の再雇用等

で自発的な取組を行っているものの、2005 年より人口減少社会に踏み込んでいる我が国

において、技術・技能の後継者問題、単純労働力の不足等、将来のものづくり人材の質・

量の両面での減少が経済活動に与える影響が懸念される。今後も製造業の雇用確保、技

術伝承を確実に行って国を支えるべく、団塊の世代が有する知識、ノウハウ等のものづ

くり技術を維持・確保するための人材育成にどう対処していくかが当面最大の課題とな

っている。 

 また、将来のものづくりを支える人材の裾野を広げるため初等中等教育段階における

ものづくり体験・創造教育充実・強化を推進すること、高度専門人材や実践的・創造的

技術者の育成施策等について、産学官が連携して推進していくことがより必要な状況で

ある。 

 

④環境・資源に関しての状況 

資源大国であり、かつ人口増加が続く BRICs 諸国に代表される発展途上国の急成長に

伴って助長される地球温暖化等の環境問題や、エネルギー問題、資源問題に世界的な関

心の広がりが見られる。このような状況の中で、ものづくり技術に必要不可欠な素材、

エネルギー、希少金属等の資源価格の高騰、地域的偏在及び資源大国の輸出規制等の政

策などが起こっており、環境・資源問題が我が国のものづくりに与える影響が懸念され

る。 

また、欧州をはじめとした世界の国々で厳しい環境基準や規制、規格が採用されつつ

ある。我が国としては、強みである材料技術等を駆使することで、世界の環境規制をク

リアし、資源の有効利用と有害廃棄物発生を抑止する、３Ｒなどの環境に配慮したもの

づくり技術を世界に先駆けて開発する事が戦略的に極めて重要である。そうすることに

より、国際競争力を維持するとともに、世界各国と共存共栄を図る必要がある。 

 

⑤日本のものづくり（強みと弱みの分析） 

我が国は従来より製造業が強く、「ものづくり」は匠の技、つまり技能として捉えら

れてきた。しかし、製品の高機能化や市場ニーズの多様化などに伴って、広義な意味と

して「ものづくり」を考える必要がある。日本古来の匠の技、技能としてのものづくり

に留まらず、製造過程におけるすり合わせなどの組織能力としてのものづくり、可視化

技術、ＩＴ技術や組み込み技術などによる高付加価値を生むものづくりに加えて、マー

ケティング、製品企画、設計試作、製造、販売などのものづくり全体プロセスについて
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のフローを見据えたものづくりが重要になってきている。 

ものづくり技術ＰＴでは、『我が国のものづくり技術の全体プロセスにおける「強み」

「弱み」の可視化』という視点で数回に亘って議論を重ね、ものづくり全体プロセスの

フローを通じて、日本のものづくり技術の「強み」「弱み」として 5 点の視点を抽出し

た。 

（「強み」として「人材」「中小企業」「環境・資源」「すり合わせ・作り込み」の 4 点、

「弱み」として「製品企画」の 1 点） 

この抽出された５つの「強み」「弱み」、それぞれの視点において、ものづくり技術Ｐ

Ｔの下にＰＴ準備会合を設置し、ＰＴ委員に加え外部専門家も交えて、第３期科学技術

基本計画の分野別推進戦略策定時からの状況変化、各視点からの推進方策、今後の課題

等、分野別推進戦略ものづくり技術分野の中間フォローアップとして、個別に深掘りの

議論を行った。 

これらの準備会合における検討やこれまでのものづくり技術ＰＴでの検討状況を踏

まえ、以下の通り取りまとめる。 

 

（ⅰ）『日本のものづくり技術の「強み」「弱み」について、全体プロセスでの可視化』 

以下の表は、ニーズ把握から製造、販売、リサイクルに至るものづくり全体プロセス

について、フローを通じて「強み」「弱み」を可視化したものである。ものづくりの「強

み」としては、上述の通り、優秀な人材、すり合わせ・作り込み等が挙げられる。「弱

み」としては、マーケティング、製品企画等が挙げられる。 

 

ニーズ把握

製品企画

基本設計・詳細設計

試作・実験

生産準備

購買

製造

販売・流通

使用・運用・保守

回収・廃棄・ストック（保
管）・リサイクル

設計情報の流れ

「もの」の流れ

マーケティング・企画が弱い。メーカは合理的判断を

しているが、国家としての戦略がない（松木）
良いものを作っても売れない（新井）
構想設計CAD技術開発が必要（淺田）

スタンダードの構築が弱い（國井）

会社経営、システム化を含めて弱い（田中）
独創的技術に基づくものづくりが苦手（小菅）

既存資源活用型ビジネスモデル構築が弱い（藤本）

設計に負荷が集中、危機（淺田）

モジュラー型製品を生み出すのが苦手（藤本）

顧客の要望をくみ取り、開発へフィードバック（藤本）

環境対応は強い（新井）

資源小国として先進的なシステム開発（藤本）

RoHS等の規制対応に遅れ（上野）

環境技術力はあるが規制の標準化が問題（藤本）

強力な規制対応技術が活用できていない（前田）

試験・研究・先行開発
基盤技術の研究開発が手薄（多数）
応用技術開発が弱い（上野）

人件費の高い日本では新製品・新技術の絶え間な

い創出が不可欠（中江）

生産設計・生産準備が手薄（上野）

製造は強い。特に品質の作り込み（多数）

中小企業の技術力、大企業への伝搬（多数）
材料技術、材料加工技術、製造技術に十分な技術

が蓄積され、人材が担保されている（大下）
多能工のチームワーク、組織能力に強い（藤本）

デジタルエンジニアリングの普及により生産性増大。
但しものづくりは日々進化している（淺田）

素材製造現場、製品生産現場は十分な力（前田）
「つくる技術」が強く、源泉は「人材」（牧野内）

今は強いが今後が心配（多数）

組込システム製品は今後低下が予想される（國井）
個別技術ではなく、全体としての国家戦略要（田中）

基盤技術は継続的にサポートすべき（尾形）

企業間協働による技術の複合・融合化（小菅）

設計への迅速なフィードバックは強い（藤本）

顧客との綿密な連絡により特殊ニーズ把握（藤本）

自動車等、製品コンセプトの共有は強い（藤本）

下流の問題を先取りする能力に強み（藤本）

体系的にミスをつぶすシステムは欧米が上（藤本）

消費者の厳しい目（小菅）

我が国の強み 我が国の弱み

製品によって異なる。フロー全体を通して強み・弱み

を議論すべきで、一工程ずつは無意味（尾形）

大規模プロジェクトでの効率的な人的・知的資源管
理が弱く、現場生産力に依存（前田）

バリューチェーン全体を見据えた包括的な取組が活

発化。今後も重要（小菅）

ものづくり技術PT 第4回会合（2008/03/05）
議事1 日本のものづくり技術の「強み」について 主な御意見のまとめ

具体的な政策立案に向け、ものづくり全体プロセスについて、フローを通じて「強み」「弱み」を可視化する。
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（ⅱ）『日本のものづくり技術の「強み」「弱み」について』 

 以下の表は、日本のものづくりの「強み」と「弱み」に対しての政策の視点を可視

化したものである。 

ものづくり技術ＰＴ、我が国の「強み」「弱み」に対する、顕著な変化と政策の視点、主な意見のまとめ

人材

我が国の強み

優秀な技術者・技能者

・人材の確保・育成・継承

・高専、工業高校の状況

・企業OBの活用

・技術流入促進（海外で教育を受けた人材を日本に受け入れる）

・大学教官のサバティカル制度

・ダイバーシティマネージメント

・ポスドク問題

・ポスドクの研究活力を高めるシステム

（研究評価の多様化、キャリアパスの多様化）

・大学、大学院の質の向上

・女性の職場進出

・「研修制度」廃止、外国人受け入れ

・外国人教師・研究者の正職員の採用、地域受け入れ環境の整備

・外国人労働者が安心して労働し、税金を納められるようにすること

・各大学で進めている産学官連携講座の充実

・戦略的思考を持つ人材の育成

・語学教育（外国語教育、外国人への日本語教育）

・ものづくりインストラクターを育てる社内スクールの解説

・「科学研究の成果」を「もの」に実現する仕組みの整備・強化

・アナリシス、シンセシスのバランス

・国家としての教育戦略の導入

顕著な変化

2007年問題

質・量 両面での低下

政策の視点

具体的な政策立案に向け、我が国のものづくりの「強み」「弱み」に対しての、政策の視点の可視化

単純労働力の不足

①

 

我が国の強み

中小企業

高度な基盤技術
現場の優秀な技術者

・ICT利活用、技術拡大 、加工技術革新

・サービス指向の中小企業向けＩＣＴインフラ構築

・企業力強化、企業ネットワーク化

・労働生産性向上・付加価値向上

・経営者

・プロジェクトマネジメント

・産学連携

・大企業ＯＢの活用

・ベンチャーの育成（廃業の容易化）

・行政が押し付けている事務処理業務の低減

・付加価値生産性アップ

・地域独自の技術戦略策定の支援強化

顕著な変化

ICT化の必要、対応の遅れ

労働生産性向上

政策の視点

資源小国としての
先進的な技術

環境・資源

資源ナショナリズム

リサイクル

厳しくなる環境制約・各種規制

・省エネ（産業、運輸、家庭）

・創エネ（太陽光発電など）

・資源リサイクル、国内蓄積資源の活用

・地球・環境・資源からみたものづくり境界条件の包括的認識

・海洋・河川・森林・農土の維持・向上と活用策

・バイオマス活用技術

・ＬＣＡ（ライフサイクルアセスメント）（工業製品＋公共財、建築物）

・資源リサイクルの法体系再整備

・資源の利用効果の維持

・環境負荷を少なくする技術の開発  
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我が国の強み

すりあわせ・作り込み

多能工のチームワーク
組織能力

顕著な変化

海外生産拠点との差別化

労働生産性の向上

製品企画

我が国の弱み

マーケティング
会社経営力、システム化

「儲け」の構造の変化

政策の視点

・ICT利活用

・組込ソフト強化

・ソフト工学（特に要求工学）強化によるアウトソースの効率化

・異分野融合（理系と文系等の区別の緩和）

・輸出製造業のノウハウの他産業への移転

・ＩＣＴ振興

・日本に拠点を残すことを促す政策

・見えないところへの作り込みを強化

・計測・モデリング・シュミレーション等の総合的可視化技術

・構想設計CAD/CAM技術

・国内競争→国際競争

・デファクト戦略

・国際標準

・製品企画

・失敗に学ぶ機構、長期的な視野（国の政策）

・組織の枠を越えた私的人的ネットワークが脆弱

・防衛産業のあり方、（技術の民需への移転）

・構想段階での産学官連携強化

・異分野融合での製品企画

・研究成果の製品化

・ＣＡＤから製造機械までの統合した体系の構築

・高コスト構造に対する規制緩和

・強い日本の創エネ・省エネ・環境技術の海外への普及貢献

世界市場への広がり

 
 

【人材分野】 

「ものづくりは人づくり」と言われるように、技能から先端技術に亘る全ての領域に

置いて人作りが重要視されている。しかし、小中学校段階での理数系教育の減少、大学・

大学院におけるものづくり系学科・専攻の減少などものづくり人材の育成を取り巻く状

況は厳しくなっている。企業内教育も大きく減少しており、中小企業においては企業内

教育が困難な状況となっている。 

また、ものづくり分野では 2007 年問題が叫ばれるようになって久しい。第 2 次のベビ

ーブーマーが退職する 2030 年過ぎに日本のものづくり技術のレベルが低下するとの見

方もある。「ものづくり技術立国」を再認識し、教育投資、技能伝承、人材育成に対する

戦略的な取組が引き続き重要である。 

 

【中小企業分野】 

産業のグローバル化がより進んでいる。中国をはじめとしたアジア諸国の台頭により、

日本国内での量産品の加工は困難になってきており、より付加価値の高い製品とその加

工技術が求められている。また、大企業や中堅企業ではリストラの進行等で人手不足・

ファブレス化で最適加工法など生産技術の機能を中小企業に求めるような傾向も見られ

るようになってきている。 

中小企業に顕著に見られる傾向として、ＩＴ化によるビジネスインフラの構築が海外

よりも遅れていると言える。その一方で、国内の産学連携や地域の活性化は中小企業が

主役を務めるようになってきている。 

また、特に中小企業においては中核人材、後継者の育成が大きな課題となっている。 
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【環境・資源分野】 

 世界人口の増大、産業規模の拡大は地球資源の枯渇、環境汚染といった深刻な影響を

もたらしている。環境保護、省エネ等が世界中で関心が高まって来つつあるが、人類が

消費する資源は毎年増大を続けている。一方で、エネルギー、鉱物資源の価格上昇がリ

サイクルを促進させているという事実もある。 

このような中、我が国の環境・資源に対する技術は世界で最も進んでいると位置づけ

る事が出来る。（産業機械用素材、排ガス・排水処理技術、微小金属の回収、省エネルギ

ー技術等） 

環境問題は、温暖化対策、大気汚染など、我が国だけの対策では不十分であり、地球

規模からの対応は不可欠となってきている。 

 

【すり合わせ・作り込み分野】 

 日本人のものづくりの強みの一つといわれる「すり合わせ・作り込み」は、現場の統

合力・チームワーク力の蓄積といった日本の歴史的経緯から蓄積されてきたものであり、

日本の産業競争力の一因となっている。実際、「すり合わせ」「作り込み」を特徴とする

製品は、日本が競争的優位を持つ傾向が見られる。 

しかし、グローバル競争が更に激化する今後においては、この統合能力の構築努力を

怠る現場は、すり合わせ型製品での競争力を急速に失うことが予想される。日本企業の

多くがこの岐路に立っていると言える。 

  

【製品企画分野】 

 日本型ものづくりの特徴として付加価値を高めることが弱いことが挙げられる。日本

ほど生活物資が充足し、かつ品質に厳しい国はないので、内需で成功すれば国際的にも

成功できるはずだがそれが生かされていないとも言える。 

これは、国際競争力のない生産性の低い産業の比率が高いための高コスト構造、資本

コストが低い（低金利）ため、付加価値も低くなる、等が背景と考えられている。今後、

ＢＲＩＣｓ諸国、ＡＳＥＡＮ諸国、東欧諸国などの世界市場への参入による国際競争激

化が予想され、日本型ものづくりにおいて、付加価値をとることが大きな課題となって

いる。 

 

 

（２）重要な研究開発課題及び戦略重点科学技術について 

 

  ①全体的な概況 

第３期科学技術基本計画の中間年に当たる平成 20 年度のものづくり技術分野の研

究開発費は 356 億円であり、概ねこの金額で推移している。重要な研究開発課題とし

ては10課題が位置づけられており、第３期科学技術基本計画策定後の3年間としては、

順調に進捗している。 

戦略重点科学技術に対する予算額は、平成 20 年度において 168 億円であり、ものづ

くり技術分野の 50％を占めており、分野別推進戦略の中で厳選された戦略重点科学技

術に対する選択と集中による重点化が確実に図られている。 
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特に、MEMS 製造技術において、従来個別に開発されていた MEMS センサや通信・制御

用デバイスに、高集積化、一体成形、ナノ機能を付加することで、より小型で省電力、

高性能な MEMS デバイスを製造する技術が開発された。これによって、高付加価値製品

を生み出し、我が国の産業の国際競争力の強化に繋がることが期待される。 

   また、計測技術・機器に関しても、学術分野で使用する技術に加えて、ものづくり現

場で活用する要素技術、プロトタイプ機などの開発が進んでおり、機器開発そのものが

最先端の研究を先導する役割が期待される。 

戦略重点科学技術に掲げられた２課題『日本型ものづくり技術を更に進化させる、

科学に立脚したものづくり「可視化」技術』、及び『資源・環境・人口制約を克服し、

日本のフラッグシップとなるものづくりのプロセスイノベーション』についても、中

間年度終了時としては概ね順調に進んでいる。 

 

 

  ②重要な研究開発課題の進捗状況 

〈進捗が遅れている研究開発目標〉  

・ 研究開発目標「2007 年度までに、高い経済性・安全性等を備え、世界市場にも通用す

る次世代軽水炉技術を選定し、開発のための中長期的技術開発戦略を策定する」につ

いては、施策開始が遅れたものの今後順調に進捗することが予想される。 

 

 〈特に進展がみられた研究開発目標〉 

  全 81 の目標中、以下の項目については、これまでの期間に順調に達成がなされた。 

・ 2006年中にＶＣＡＤ基本プログラム群をインターネットで公開。2008年までに12式、

2010 年までに 17 式のプログラムを公開。産学官連携で技術ニーズに対応したプログ

ラムを開発。インターネットを通じて技術の成熟化を加速。【文部科学省】 

・ 2007 年度までに社会適用性に応える新薬の開発や循環器疾病の予防、知的効率的もの

づくりの実現、都市環境の改善等を実現するためのマルチスケール、マルチフィジッ

クスしミュレーションソフトウェア技術の実現【文部科学省】 

・ 航空機・エンジンのインテグレーションの前提となる先進的な要素技術として、2007

年頃までに炭素繊維複合材料の非加熱成形技術・健全性診断技術について試験部材レ

ベルでの基本技術、及び電動アクチュレータ、対故障飛行制御等の装備品関連技術の

基本技術を確立し、2010 年頃までに、防衛庁機消防飛行艇等への転用を実現するため

の取水・放水装置技術等の基本技術を確立する。【経済産業省】 

・ 2007 年度末までに、設計と地形の三次元情報を活用し、自動掘削可能なロボット建設

機械によるＩＴ施工システムを開発し、遠隔操作による工事現場の計測・施工効率の

向上を実現する。【国土交通省】 

・ 2008 年までに、従来に比べて主軸消費エネルギーを 70％に、ライン変更やリードタイ

ムを 1/3 にするなど、付加価値の高い製品の製造効率を飛躍的に高めると共に、省エ

ネルギーに資する機械加工システムを確立する。【経済産業省】 

・ 2007 年度までに、自動車、住宅、建設、プラント等の生産について、製品の設計から

廃棄までの合理的なライフサイクル設計手法を開発し、効率よく製品の生産を実施す

るための設計支援システムを確立する。【経済産業省】 
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以下の項目については、当初の目標期間に比べて特に進展が見られた。 

・ 2010 年までに、次世代ものづくり技術の基盤を構築するため、ナノレベルの物質構造

の三次元可視化、高分解能動態解析、高精度定量分析などの技術やその技術に基づく

我が国独自の計測分析機器、及びその周辺システムを開発する。【文部科学省】 

・ 2010 年までに、自動車や情報家電向けデバイスの国際シェアを維持向上することを目

的として、MEMS において、可動部を含む L/S50nm 以下の三次元マイクロ構造体を、所

定の領域に位置精度±1μm 以下で形成する技術、成膜速度 10μm/min を 400℃以下で

実現する技術、MEMS の一部にナノテク機能材料を用いてデバイスを製造する技術を開

発する。【経済産業省】 

・ 日本が主体となった初の民間ジェット機・ジェットエンジンの開発を実現し、2010 年

代の市場投入を目指す。ジェット機については、既存機に比べて燃費を 20％改善、エ

ンジンについては、燃費、CO2排出量 10％削減、NOx50％削減等の目標を達成する。【経

済産業省】 

・ 2010年までに100nmオーダーのフォトニック結晶構造をガラス表面にモールド成形す

る技術を実現する。【経済産業省】 

・ 2020 年までにロボット建設機械の計測・自動機能の高度化、ロボット建設機械が作業

する 3 次元空間の環境情報の構造化技術を確立し、ロボット等の活用によるＩＴ施工

システムを実用化する。【経済産業省】 

・ 2010 年までに、温度差 550Ｋ換算で素子の熱電変換効率 15％を達成するとともに量産

化技術を確立する。【経済産業省】 

・ 2010 年までに、チタンの連続精錬法を開発し、現行法に対して 20％程度の省エネルギ

ー効果を有することを実証する。【経済産業省】 

・ 2010 年までに高温鉛はんだ代替技術や製品中含有物質のための標準物質等有用・有害

物質管理技術の開発・標準化を行う。【経済産業省】 

・ 産業界と大学等教育機関が連携して、ものづくり現場の技術を維持・確保するための

実践的人材育成拠点を、2009 年を目処に 50 カ所程度整備する。【経済産業省】 

（詳細は様式１を参照） 

 

（ⅰ）「共通基盤的なものづくり技術の推進」領域の状況 

 共通基盤的なものづくり技術の推進領域においては、特定の製品、分野、出口にと

らわれない汎用性の高い技術、製品開発、品質保証の根底にある要素技術に対して、継

続的な取組によって知識やノウハウを蓄積する事を行っており、概ね順調に進捗してい

る。個別の研究開発目標を達成した施策もあり、当初計画より大幅な遅れを生じている

施策は見あたらない。 

「ＩＴを駆使したものづくり技術」については、ものの設計から機能・構造予測、製

造過程シミュレーションを同一システム内で完結するＶＣＡＤ基本プログラムを 2006

年よりインターネット上で無償公開し、技術の成熟化の促進、実用性の高い国産シミュ

レーションソフトウェアの開発などを行っている。2008 年 12 月までに目標数 12 本を

上回る 17 本を公開した。 

「ものづくりのニーズに応える新しい計測分析技術・機器開発、精密加工技術」につ
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いては、先端分析技術・機器開発事業において、産学官連携により最先端の計測分析機

器の開発を継続して行っている。平成 19 年度末までに終了した 10 課題のうち 8 件が当

初計画以上の性能が得られるなどの成果が出ている。 

「中小企業のものづくり基盤技術の高度化」については、戦略的基盤技術高度化支援

事業において、鋳造、鍛造、プレス加工等幅広い技術分野を対象に基盤技術の高度化が

推進されており、中小企業の技術力の更なる向上が実を結んでいる。 

 

（ⅱ）「革新的・飛躍的発展が見込まれるものづくり技術の推進」領域の状況 

革新的・飛躍的発展が見込まれるものづくり技術の推進では、研究開発期間が長期に

亘り、金銭的な負担が大きいなどリスクが高い技術開発に対して、国が積極的な支援を

行うことを目指している。この領域も概ね順調に推移している。 

「世界をリードする高付加価値材料を生み出すものづくり技術」では、我が国の強み

の一つである素材・部材産業において高機能化、高付加価値化に取り組んでおり、軽量

かつ折り曲げに強く巻き取り可能な曲面ディスプレイの開発、将来のオールプラスチッ

ク化を目指したフレキシブル有機ＴＦＴ（Thin Film Transistor）の開発、ロールトゥ

ロールプロセスに関しては、機能膜パターン形成など各種ロール部材及び加工プロセス

開発の一部が終了、三次元光デバイス高効率製造技術においては、レーザー一括照射に

より生じる材料物性の変化機構を解明、一括加工の原理確認等を実施し、ホログラムを

利用したフェムト秒レーザー加工が可能であることを実証した。 

 「人口減社会に適応する、ロボット等を使ったものづくりの革新」では、自動掘削可

能なロボット建設機械によるＩＴ施工システムの開発し、遠隔操作による工事現場の計

測・施行効率の向上を目指しているが、ＩＴ施行システムのプロトタイプを開発し、屋

外の模擬施工現場において実証実験を実施している。 

 「資源を有効利用し、環境に配慮したものづくり技術」では、金属系のはんだに代わ

って使用できる導電性接着剤を開発、また導電性接着剤で代替出来ない分野のために、

鉛を使用しない金属系の鉛フリー代替技術の開発、導電性接着剤特有の劣化メカニズム

に応じた信頼性評価機器の開発等を実施している。 

 

（ⅲ）「人材育成、活用と技能継承・深化」領域の状況 

 産学連携による実践型人材育成事業（ものづくり技術者育成）では、平成 19 年度及

び 20 年度に、大学、短大、高専を対象に公募を行い、延べ 17 のプロジェクトを選定し、

各大学等において地域や産業界と連携した実験・実習と講義の有機的な組み合わせによ

る先進的な教育プログラムの開発が進められている。 

また、産学連携製造中核人材育成事業では、産業界と大学等との連携により、波及効

果の高い人材育成プログラムを開発。これまでに 65 プロジェクトが実施されている。

平成 19 年度からは、その成果を活用した人材育成を行っているなど、全体としては順

調に推移している。 

 

③戦略重点科学技術の進捗状況 

ものづくり技術分野では、選択と集中の戦略概念として以下の 2 つの戦略重点科学技

術を分野別推進戦略において策定している。これらの進捗状況は、中間年としては概ね
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順調に研究開発が進んでいる状況である。各戦略重点科学技術の状況としては以下の通

りである。 

 

（ⅰ）戦略重点科学技術『日本型ものづくり技術を更に進化させる、科学に立脚したも

のづくり「可視化」技術』 

ものづくりの現場にＩＴの利活用や高度な計測分析技術をベースとしたものづくり

の「可視化」を行うことで、ものづくりプロセスで発生する現象や問題を科学的に解明

し共有化することで、プロセスイノベーション創出を加速することを目指す取組が行わ

れている。 

特筆すべき成果として、以下の事項が挙げられる。 

ＭＥＭＳ製造技術において、高集積化、一体成形、ナノ機能を付加し、デバイスの線

幅と配線間の距離との比 50nm 以下の三次元マイクロ構造を所定の領域に形成する技術

が開発された。また、従来のＭＥＭＳ製造技術とバイオ・ナノ技術との融合により、生

体適合性などの新機能追加、センサ感度向上などの実現を目指す異分野融合型次世代デ

バイス製造技術開発が平成 20 年度から新たにスタートしている。 

先端計測分析技術・機器開発は、平成 16 年度から開始し、平成 20 年度は、44 件の

機器開発、10 件の実証・実用化開発を実施、これまでに 7 件の要素技術、3 件の機器の

開発が終了している。成果の一つとして、生きたままの生体試料の三次元内部構造を可

視化する光干渉技術が開発され、眼底顕微鏡に搭載された。本装置は、高速計測、高分

解能を有し、網膜剥離、緑内障等の眼疾患の診断に有効である。このような最先端の研

究現場やものづくり現場の活動に不可欠な先端計測分析機器を産学連携により開発し、

普及させることにより、我が国のものづくり国際競争力をより一層強化することが期待

される。 

 

（ⅱ）戦略重点科学技術『資源・環境・人口制約を克服し、日本のフラッグシップとな

るものづくりのプロセスイノベーション』 

我が国のものづくりを取り巻く資源・環境・人口の３つの制約を克服するようなプロ

セスイノベーションを引き起こす技術開発に取り組んでいる。この技術開発は、早晩世

界各国も直面するであろう制約の解決に役立ち、それを通じて国際貢献に繋がると期待

されている。 

 特筆すべき成果として、以下の事項が挙げられる。 

 平成 18 年度から開始された中小企業を対象とした「戦略的基盤技術高度化支援事業」

において、特定技術分野として、平成 19 年度に粉末冶金、溶接の 2 分野、平成 20 年度

に、コーティング技術の 1 つである溶射が追加され、合計 20 分野となった。平成 20 年

度においては 48 件の事業を新規採択し、合計 733 件を認定しており、中小企業の更な

る技術力向上が進んでいる。我が国産業の強みである製造業の基盤となる優れた技術を

持った中小企業を継続的に支援することによって、国際競争力のより一層の強化を図る

ことが必要である。 

 「グリーン・サステナブルケミカルプロセス基盤技術開発」では、有害物質を使わず、

副生成物を出さない製造プロセスへの転換を目指しており、有害な有機溶媒を用いない

水系触媒による水中製造プロセス術の開発、廃棄物排出量が多い酸化反応プロセスに代
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わり廃棄物を出さない過酸化水素によるノンハロゲン酸化反応プロセス技術を開発す

るなどの成果が出ている。 

（詳細は様式２を参照） 

 

（３）推進方策について 

①ものづくりがもたらすイノベーション創出に向けた取組（人材育成を含む） 

第３期科学技術基本計画においては、「製造技術分野」から「ものづくり技術分野」

に名称を改めている。この名称変更の最も重要な点は、製造技術の開発にとどまること

なく、その成果物である「もの」の価値を押し上げ、さらには新たな社会ニーズを喚起

するような科学技術の発展を目指すことにある。すなわち「固有の技術」とそれを「つ

なぐ」「流れをつくる」ことによって、最終的にイノベーション創出に結びつける事が

重要である。 

ものづくり技術の政策推進に当たっては、国の研究開発投資がものづくりのイノベー

ションに結びつくよう、民間の競争力に委ねる部分と国が主導すべき部分を区別し、国

の果たすべき役割を明確にした上で取り組む、また、様々な形で関係省庁が連携して取

り組む必要がある、としており、中間年度までこの方針に沿った研究支援がなされてい

ると言える。 

 

（ⅰ）『ものづくりを支える人材』に向けた取組みの事例として、子供達に対してもの

づくり等の働くことのおもしろさの体験・理解を促すためのキャリア教育事業（地域自

立・民間活用型教育プロジェクト）、高専等を活用した若手技術者の育成事業（中小企

業ものづくり人材育成事業）、製造現場の中核人材の育成事業（中小企業産学連携製造

中核人材育成事業）等が推進された。また、平成 19 年度より文部科学省と経済産業省

が連携して理数実験教育プロジェクト、工業高校等実践教育導入事業が開始されている。 

 

（ⅱ）『調達・初期需要形成』のための取組として、「高集積・複合 MEMS 製造技術開

発プロジェクト」において、開発成果等の知識データベースを整備したほか、展示会等

でも積極的に情報発信を行うなど、成果の普及に努めている。 

 

（ⅲ）『産学官の役割明確化と連携による推進、融合場の形成』の事例として「先端計

測分析技術・機器開発事業」が挙げられる。本事業では、民間企業、公的研究機関と大

学の各セクターが果たすべき役割を明確にした上で連携し、各プログラムごとに開発チ

ームを編成して計測機器等の開発を行っている。例えば、超 LSI チップの故障箇所の電

子レベル解析が大気中において非破壊・非接触・非電極で可能となる「超 LSI 故障箇所

解析装置」の開発では、独立行政法人の基礎研究成果に、民間企業のノウハウを融合さ

せて機器開発に取り組んでいる。緊密な連携により基礎研究の成果の迅速な実用化が期

待される。 

 

（ⅳ）『国際競争力強化と国際協調』に対する取組として、「戦略的基盤技術高度化支

援事業」が挙げられる。本事業では、燃料電池や情報家電、自動車等、我が国製造業を

牽引していく重要産業分野の競争力強化に必要な基盤技術である鋳造、鍛造、金属プレ
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ス加工、めっき等、主として中小企業が担う技術の更なる高度化を図ることで、国際競

争力強化を実現するものであり、20 の特定ものづくり基盤技術分野で、金型の納期短縮

コスト低減、難加工材のプレス技術向上、めっきの環境負荷低減といった取組が進めら

れている。 

 

（ⅴ）『知的財産の保護と活用』と『標準化の推進』に関しては、国際競争力を高める

重要な取り組みであるが、他の推進方策と比較し、やや進展が遅く、今後の課題といえ

る。特許の海外出願の推進、標準化による優位性の確保が期待される。 

 

②ものづくり技術において国が果たすべき役割 

ものづくり技術を推進する主たる担い手が民間企業である点を十分認識した上で、第

３期科学技術基本計画におけるものづくり技術の基本取組方針に記載の通り、「ひとが

主役のものづくり」「科学に立脚した日本型ものづくり」「国の先導的役割を明確にし

た取組」等に沿って進めてきている。 

 

（ⅰ）「企業だけでは投資のリスクがあり、国として国益の観点から取組の必要性があ

るもの」の事例として、「次世代光波制御材料・素子化技術」「三次元光デバイス高効

率製造技術」が挙げられる。具体的には、紫外線透過と超高屈折といった両立が困難な

物性を併せ持つ新規ガラス材料の開発や、三次元形状の高速切り替えを可能とする空間

光変調器の開発といった取組が進められている。 

 

（ⅱ）現象の計測可視化によって、「従来のものづくりプロセスに大きな変革をもたら

すことが期待される研究開発」として、「先端計測分析技術・機器開発事業」を推進し

ている。中間年度までにものづくり技術関連で 17 件の機器の開発と、18 件の要素技術

の開発を行った。機器の開発の一例として、創薬等において検体を解析する「非標識ハ

イスループット相互作用解析装置の開発」が挙げられる。本装置により、短時間で高感

度、かつ非標識での網羅的な検体解析が可能となる。また、要素技術の開発の一例とし

て、ハードディスクドライブのヘッド・ディスク間のナノ摺動すき間の現象を定量化す

る「超高密度ハードディスク実現のためのナノ潤滑計測技術」が挙げられる。接触許容

型潤滑を実現するために本技術は欠かすことができず、実現すればハードディスクの製

造プロセスに変革をもたらすことが期待される。 

 

（ⅲ）「日本発のものづくり技術や製品が世界で競争力を持つために必要な国際的標準

の獲得等、国家レベルでの戦略的取組が求められる研究開発」として、「高集積・複合

MEMS 製造技術開発プロジェクト」を推進した。MEMS は、様々な技術の組み合わせによ

って所用の機能を発現できる新たなものづくり技術の典型であって、情報通信、自動車、

医療・バイオなど、様々な分野で活用され、2015 年の市場規模は約 2.4 兆円と予測され

ている。この巨大市場で我が国がリードするためには、例えば、我が国が強みを持つ製

品性能の正しい評価・比較を可能とする評価手法の国際標準化や、産業界の交流活性化

支援、更には、産業の裾野拡大のため、MEMS 技術の知識情報データベースの整備等の戦

略が不可欠であると考えられる。欧米における開発に先んじるべく、我が国においても、
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国家レベルで国際競争力の維持・確保に資する研究開発として、MEMS/半導体の一体成

形技術、MEMS/MEMS の高集積化技術、MEMS/ナノ機能の複合技術といった高集積・複合

MEMS の製造技術開発を戦略的に推進した。また、平成 20 年度より「異分野融合型次世

代デバイス製造技術開発プロジェクト」において、バイオテクノロジーやナノテクノロ

ジー等の異なる分野の技術を融合させ MEMS の更なる高付加価値化と活用分野拡大への

取組が推進されている。 

 

 

（４）今後の取組について 

 

①｢重要な研究開発課題｣及び｢戦略重点科学技術｣について 

「重要な研究開発課題」「戦略重点科学技術」については、第３期分野別推進戦略の

中間年度終了時点としては、概ね順調に進捗していると言える。そのため、引き続き、

個別事業の実施状況を精査しつつ分野別推進戦略に基づいた研究開発を進めていくこ

とが重要である。ものづくりとは、単なる個別の製造技術ではなく、「固有技術」とそ

れを「つなぐ」「流れを作る」技術をイノベーション創出に結びつけることが重要であ

る、という視点に留意して、各施策を推進することが重要である。 

今後は科学技術に裏付けされた革新的な省エネルギー環境調和型ものづくり技術の

実現の一つとして、農工商連携による高付加価値の食農品を生み出すものづくり技術の

実現も視野に入れる時期にきていると言える。 

また、ものづくり技術分野は、ナノテクノロジー・材料分野、情報通信分野、エネル

ギー分野等の、他の 7 分野と密接不可分であり、各分野の固有技術・先端技術をつなぎ、

統合化された技術形成や経済成果を生み出すことが出来る重要な分野である。特定の製

造工程のみならずバリューチェーン全体まで、「つなぐ」「流れを作る」動きを拡大する

ことで、各分野における個々のイノベーションを統合化し、強化することにつながる。

特に個別技術で進展の著しい新興国の追い上げに対して、他の 7 分野と連携した取組を

進めていくことがより重要である。 

 

②推進方策について 

各推進方策については、中間年度までの取組の結果抽出された課題等をふまえつつ、

取組を進めていくことが必要である。特に、ものづくりプロセス全体を把握して取り組

むことが望まれる。具体的な推進方策において留意すべき事項は以下の通りである。 

 

（ⅰ）ものづくりがもたらすイノベーション創出に向けた取組 

ものづくり技術分野では、「もの」の価値を押し上げる科学技術の発展を目指し、価

値創造型ものづくり力の強化につながるように推進させることが推進の基本である。平

成 21、22 年度もこの点を考慮して政府による各施策を一層推進させる。 

我が国のものづくり技術の国際競争力を今後も維持させるためには、生産性を向上さ

せることが欠かせない。特に、可視化技術や CAD 等の IT 技術の活用により、生産性の

低い部分を引き上げ、ユーザにとっての付加価値を高めることが重要である。そのため

には、マーケティング、製品企画などの全体プロセスを見据えたものづくりが必要であ
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る。 

また、今後は、ものづくり技術分野で重要度が増すと考えられながら取組事例の少な

い、医工・農工連携や組込ソフト等の分野での生産性向上及びそれらをシナリオとして

複合化した取組についても検討が必要である。 

既出のように、我が国のものづくり技術の特徴として、製品の付加価値を高めること

が弱いことが挙げられる。製造業の研究開発投資は増えているが、付加価値額が増えな

いというデータも出ている。（下記データ参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一つの事例として、我が国のハードウェアは国際的に強いが、ソフトウェアは弱いと

されてきた。今後は、より付加価値の高い高機能な部品を創出するため、ハードウェア

にソフトウェア（組み込みソフト）を融合させることに加え、マーケティング、製品企

画、設計、製造、販売、回収、リサイクルまでの全体プロセスを考え、ものづくりを推

進していくことが必要である。これによって国際競争力の更なる向上を目指すため、国

による積極的な支援が必要である。ものづくり産業において、製造物を有効に活用し付

加価値をとっていくために、ものづくりの各ステップにおいて、付加価値分析を行う事

が出来るシステム知識を持った人材の育成も必要である。 

また、国が行っている各研究開発支援は大学や独立行政法人、企業など多岐に亘って

いるが、現状を見てみると、各研究開発の成果が連動しているとは言えない。特に、我

が国のものづくり基盤技術の一端を担っている中小企業においては、外部の経営資源、

技術を活用し、経営に生かすことが重要であり、各大学、独立行政法人が保有している

技術を展開し、支援につなげる事が必要といえる。 

さらに、我が国のものづくり技術保護のための特許網構築による知財保護によって、

技術の模倣や安易な流出を防ぐ必要がある。 

 

（ⅱ）ものづくりを支える人材、教育と活躍の促進 

中長期的に最も重要な取組みの 1 つが、ものづくり人材の育成である。ものづくりは

ひとづくりと言われているように、我が国の国際競争力を支え続ける人材の育成が非常
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に重要である。 

今後も子供達に対してものづくり等の働くことのおもしろさの体験・理解を促すため

のキャリア教育事業（地域自立・民間活用型教育プロジェクト）、高専等を活用した若

手技術者の育成事業（中小企業ものづくり人材育成事業）、製造現場の中核人材の育成

事業（中小企業産学連携製造中核人材育成事業）等の各種施策により、ものづくり人材

育成へ積極的な取組を進める。また、平成 19 年度より文部科学省と経済産業省が連携

して開始した理数実験教育プロジェクトや、工業高校等実践教育導入事業を引き続き実

施することが重要である。 

さらに、大学・大学院等高等教育機関におけるものづくり人材の育成・輩出を強化し

ていく必要がある。ものづくり技術は価値創出を目指す現場定着型の統合化技術であり、

基礎から応用まで幅広く教育する事が求められる。個々の技能を持った人材の育成が重

要であると同時に、ものづくり全体を見渡せるマネージメント能力を持った人材の育成

が重要である。 

また、所謂 2007 年問題と言われる団塊の世代のものづくり人材の現場からの流出、

特に海外への流出が顕著になってきており、今後は定年で企業を離れるＯＢを中心とし

た人材の国内での活用が急務である。ものづくり人材の育成は極めて重要で、その軽視

は我が国全体の国際競争力の低下を招きかねない。 

現在、各省の人材育成施策を俯瞰したときの課題の抽出をものづくり技術 PT におい

て議論しているが、今後も引き続き議論を行うことで、ものづくり人材に今後強く求め

られる点を強化する方法を模索していく。 

 

（ⅲ）ものづくり技術において国が果たすべき役割 

ものづくりイノベーションに結びつくような共通基盤の整備、将来に備えて長期間に

亘って継続的に支援が必要な産業の基盤形成や人材育成等、日本発のものづくり技術や

製品が国際競争力を持つために必要な国際標準の獲得等、国家レベルでの戦略が必要な

ものなどを、内容を精査しつつ進める必要がある。 

共通基盤技術は、特定の商品、分野、出口にとらわれない汎用性の高い技術であり、

製品開発、品質保証等の根底にある要素技術であって、あらゆるものづくりのベースと

なることから、国が積極的に支援していく必要がある。 

人材育成では、上記のように、初等教育から長期に亘って教育し、将来のものづくり

人材を確保できるような教育環境の整備が必要である。 

国際標準化の推進も日本のものづくり技術にとって非常に重要な視点である。国際標

準化活動がグローバルな商取引と産業競争力の確保に大きな影響力を持つことから、国

が率先して活動を支援することが重要である。 

また、環境問題は地球規模で考える必要があり、我が国の環境・資源に関する技術は

世界で最も進んでいると位置づけることが出来る。例えば、特殊鋼等の産業機械技術、

排ガス・排水処理などの資源における技術、微小金属の回収と省エネルギー等の製錬・

精錬技術、等が挙げられる。我が国としては、これらの環境・リサイクル技術を活かし

て、トータルシステムとして世界戦略を組むべき時にきていると言える。我が国の取組

によって、世界の環境・資源問題等に貢献することが出来る。 

今後も、ものづくり技術 PT において、ものづくり現場の実情を十分に考慮しながら
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議論を重ね、積極的に推進する。また、関係府省の協同を促進させつつ積極的に推進す

る。 

 


